
2024年度（令和6年度） 予算概算要求
非住宅分野 電材関連補助金等の概要

※2023年8月31日時点の情報です。
今後、事業内容の変更・追加等の可能性もあります。

2023年 9月 25日
パナソニック株式会社 エレクトリックワークス社
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関連設備補助対象概算要求額事業内容補助事業名称

太陽光発電
蓄電池
高効率空調
高効率換気等

地方自治体等660億円
(350億円)

民間と共同して意欲的に脱炭素に取り組む地方公共団体を支援。
地域全体で脱炭素製品・技術の新たな需要創出・投資拡大を行
い、地域・くらし分野の脱炭素化を推進。

①脱炭素先行地域の選定を受けた地方自治体等への支援
②重点対策加速化事業の選定を受けた地方自治体等への支援

等

地域脱炭素移行・
再エネ推進交付金

【環境省】

太陽光発電
高効率空調
高効率換気
LED照明
EMS 等

地方自治体

900億円
(900億円)

※計画額
（案）

地方公共団体実行計画に基づいて行う公共施設等の脱炭素化の
ための地方単独事業を支援
①再生可能エネルギー
②公共施設等のZEB化
③省エネルギー（省エネ改修、LED照明の導入）
④公用車における電動車の導入（EV、FCV、PHEV）

脱炭素化推進事業債
【総務省 地方債】

計画策定に対
する補助なの
で、設備導入
に対する補助
は無し

地方自治体
民間事業者等

28億円
(8億円)

再エネの最大限の導入と、地域人材の育成を通じた持続可能で
レジリエントな地域づくりを支援
①地域再エネ導入を計画的・意欲的に進める計画策定支援
②地域共生型再エネ導入促進事業
③地域脱炭素化実現に向けた中核人材の確保・育成事業

地域脱炭素実現に向けた
再エネの最大限導入のた
めの計画づくり支援事業

【環境省】

※（ ）内は2023年度当初予算額補助事業一覧
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3補助事業一覧

関連設備補助対象概算要求額事業内容補助事業名称

太陽光発電
蓄電池
LED照明
高効率空調
充放電設備
EMS 等

地方自治体
民間事業者
（共同申請の
場合のみ）

40億円
（20億円）

公共施設への再生可能エネルギー設備等の導入を支援
①再生可能エネルギー設備、未利用エネルギー活用設備、コ
ジェネレーションシステム及びそれらの附帯設備（蓄電池、
充放電設備、自営線、熱導管等）並びに省CO2設備（高
機能換気設備）等を導入する費用の一部を補助

②再生可能エネルギー設備等の導入に係る調査・計画策定を行う
事業の費用の一部を補助

地域レジリエンス・脱炭素
化を同時実現する公共施
設等への自立・分散型エネ
ルギー設備等導入推進事

業
【環境省】

太陽光発電
蓄電池
エネマネ
空調

民間事業者等193.37億円
（42.6億円）

民間企業等による自家消費型・地産地消型の再エネ導入を促進。
①ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低

減促進事業
②新たな手法による再エネ導入・価格低減促進事業
③再エネ主力化に向けた需要側の運転制御設備等導入促進事業
④データセンターのゼロエミッション化・レジリエンス強化促進事業

民間企業等による再エネ
主力化・レジリエンス強化

促進事業
【環境省】

太陽光発電民間事業者等158億円
（105億円）

再エネ利用を希望する需要家が、発電事業者や需要家自ら太陽
光発電設備を設置し、 FIT/FIP制度・自己託送によらず、再エネ
を長期的に利用する契約を締結する場合等の、太陽光発電設備
の導入を支援

需要家主導太陽光発電導
入促進事業

【経済産業省】

※（ ）内は2023年度当初予算額
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4補助事業一覧

関連設備補助対象概算要求額事業内容補助事業名称

高効率空調
高効率換気
太陽光発電
EMS 等

地方自治体
民間事業者等

150億円
（新規)

業務用施設のZEB化・省CO2化の普及加速に資する高効率設備
導入等の取組を支援
①新築建築物のZEB化普及促進支援事業
②既存建築物のZEB化普及促進支援事業
③非住宅建築物ストックの省CO2改修調査支援事業
④LCCO2削減型の先導的な新築ZEB支援事業
➄国立公園利用施設の脱炭素推進支援事業 等

建築物等のZEB化・
省CO2化普及加速事業

【環境省】

LED照明
高効率空調
太陽光発電
EMS等

民間事業者等72億円
(68億円)

大幅な省エネ実現と再エネの導入により、年間の一次エネルギー消
費量の収支ゼロを目指したZEH、ZEB等への支援
①ZEHの実証支援
②ZEBの実証支援

ZEBの設計ノウハウが確立されていない民間の大規模建築物
（新築:1万㎡以上、既築:2千㎡以上）について、 先進的な技術

等の組み合わせによるZEB化の実証を支援

住宅・建築物需給一体型
等省エネルギー投資促進

事業
【経済産業省】

高効率空調
調光制御設備
EMS等

民間事業者
地方自治体等

360億円
(261億円)

工場・事業場における省エネ性能の高い設備・機器への更新等を
支援
①先進事業
②オーダーメイド型事業
③指定設備導入事業
④エネルギー需要最適化対策事業

エネマネ事業者と共同で作成した計画に基づき、EMS制御や高
効率設備導入、運用改善を行う取組を支援

省エネルギー設備への更新
を促進するための補助金

【経済産業省】

※（ ）内は2023年度当初予算額
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5補助事業一覧

関連設備補助対象概算要求額事業内容補助事業名称

EMS 等民間事業者等910億円
（新規）

工場・事業場における省エネ性能の高い設備・機器への更新等を
支援
(1)先進事業
(2)オーダーメイド型補助金
(3)エネルギー需要最適化対策事業

省エネルギー投資促進・
需要構造転換支援事業費

【経済産業省】

省エネ診断に
対する補助な
ので、設備導
入に対する補

助は無し

中小企業等32億円
（8億円）

中小企業等を対象とした工場・ビル等のエネルギー利用最適化
診断やエネルギー利用最適化に係る相談窓口である地域プラッ
トフォームの構築など、中小企業等のエネルギー利用最適化を推
進するための支援を行う。
①エネルギー利用最適化診断事業・情報提供事業
②地域エネルギー利用最適化取組支援事業 等

中小企業等エネルギー
利用最適化推進事業費

【経済産業省】

高効率空調
EMS 等民間事業者等90億円

(36.85億円)

工場・事業場における脱炭素化のロールモデルとなる取組を支援。
（削減目標・計画の策定、設備更新、電化・燃料転換、

運用改善をパッケージで実施）
①CO2削減計画策定支援
②省CO2型設備更新支援
③企業間連携先進モデル支援
④補助事業の運営支援

工場・事業場における先導
的な脱炭素化取組推進
事業（SHIFT事業）

【環境省】

※（ ）内は2023年度当初予算額
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6補助事業一覧

関連設備補助対象概算要求額事業内容補助事業名称

充電設備
充放電設備
（V2H）

民間事業者
個人等

205億円
（100億円）

①充電インフラ整備事業等
②水素充てんインフラ整備事業

クリーンエネルギー自動車
の普及促進に向けた充電・
充てんインフラ等導入促進

補助金
【経済産業省】

充電設備民間事業者
地方自治体等

341億円
（136億円）

商用車（トラック・タクシー・バス）の電動化（BEV・PHEV・
FCV）のための車両及び充電設備の導入に対して補助を行う

商用車の電動化促進事業
【環境省】

※（ ）内は2023年度当初予算額
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7補助事業一覧

関連設備補助対象概算要求額事業内容補助事業名称

太陽光発電
LED照明
高効率空調等

地方自治体
2,097億円
+事項要求
(687億円）

新しい時代の学びを支える安全・安心な教育環境の実現を支援
①新時代の学びに対応した教育環境向上と老朽化対策の一体的

整備の推進
②防災・減災、国土強靱化の推進
③脱炭素化の推進

・学校施設のZEB化
（LED照明、高効率空調、太陽光発電等）

公立学校施設の整備
【文部科学省】

太陽光発電
LED照明
高効率空調等

国立大学
高専 等

950億円
+事項要求
(363億円）

第５次国立大学法人等施設整備5か年計画に基づき、施設の戦
略的リノベーションによる老朽改善、DXを含む教育研究の高度
化・多様化・グローバル化等の機能強化、施設の長寿命化、
2050年カーボンニュートラルに向けた脱炭素化を促進
①安全・安心な教育研究環境の整備
②イノベーション拠点の強化等
③カーボンニュートラルに向けた取組

国立大学・高専等
施設整備

【文部科学省】

高効率空調
換気設備 等

私立大学
私立高等学校
等

231億円
(48億円)

①耐震化等の促進
防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」の4年目
として、校舎等の耐震改築・補強事業や非構造部材の落下防止
対策等の防災機能強化を重点的に支援

②施設環境改善整備に対する補助

私立学校施設・設備の
整備の推進

【文部科学省】

※（ ）内は2023年度当初予算額
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8地域脱炭素移行・再エネ推進交付金

●脱炭素先行地域・重点対策加速化事業の選定を受けた自治体等へ交付。
●2023年度（R4年度補正予算 50億＋R5年度予算 350億）に比べ約1.7倍の660億円の要求額

※(3)は執行後の管理費の為、関係無し
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9地域脱炭素移行・再エネ推進交付金の事業内容

●先行地域では財政力指数0.51以下への交付率優遇(3/4)の記載が無くなっています。
●重点対策加速化では「①④⑤事業」の単独実施可の記載が無くなっています。

※何らかの変化の可能性あり
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●脱炭素化推進事業債は前年と同額の900億円を計画
●令和5年度事業では再生可能エネルギーとZEB化は改築だけでなく新築も対象で、交付税措置は一律50%。

脱炭素化推進事業債

■R6年度地方債計画案 ■R5年度資料
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11地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業

●地方自治体での再エネ導入計画策定、再エネ促進区域の設定、地域再エネ事業の人材育成を支援
●脱炭素先行地域づくり応募の計画づくりや、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金計画づくり等に活かせる事業
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12
地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業のうち
(1)地域再エネ導入を計画的・意欲的に進める計画策定支援
●地域の再エネ目標や脱炭素事業の検討による計画策定等を支援
●公共施設等への再エネ導入検討（現地調査を含む）を支援 等
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13地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業

●太陽光、蓄電池、EMS、高効率空調、照明、全熱交換器、充放電設備、充電設備が補助対象
●都道府県・指定都市による公共施設太陽光設置はPPA等（リースも対象）に限定
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14民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業

●民間事業者・団体が対象 自治体の場合はPPA/リース等が対象（自治体の自己所有は対象外）
●(1)はオンサイトPPA、(2)はソーラーカーポートや営農地、ため池設置等が含まれます
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15
民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業のうち
(1)ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減促進
●オンサイトでの太陽光発電設備＋蓄電池(V2H充放電設備含む)導入に対する補助
●太陽光発電は系統に逆潮流しないものに限るとの要件、蓄電池(充放電設備含む)の導入が必須
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16
民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業のうち
(2)新たな手法による再エネ導入・価格低減促進事業
●➀事業︓駐車場を活用した太陽光発電(ソーラーカーポート)設置に補助（カーポート本体等も補助対象）
●③事業︓R6年度から新設 窓、壁等の建材と一体型の太陽光発電の促進
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民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業のうち
(3)再エネ主力化に向けた需要側の運転制御設備等導入促進事業
●①②︓オフサイトから運転制御可能な需要家側の設備・システムへの支援、蓄電池やEV充電設備、

EMSなどが対象。太陽光発電などの再エネ設備が出力抑制されることを低減
●③︓屋外照明スマート化/ゼロエミッションモデル事業は継続(ソーラー街路灯はR5年度より独立電源型に限定)

17
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民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業のうち
(6)データセンターのゼロエミッション化・レジリエンス強化促進事業
●➀︓新設データセンターの再エネ・空調設備に補助

太陽光発電設備、蓄電池、エネマネシステム、空調等が補助対象で、 照明は補助対象外
●②︓既設改修促進事業 ③︓移設促進事業

18
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19需要家主導太陽光発電導入促進事業

●民間事業者等が太陽光発電設備及び再生可能エネルギー併設型の蓄電池を導入する事業に対して補助
●FIT/FIPの非活用、非自己託送等の付加条件があり、補助は発電事業者に対して行われます
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20建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業

●従来の「建築物等の脱炭素化事業」の後継事業（レジリエンス強化促進事業は無くなります。）
●LCCO2削減型の先導的な新築ZEB支援事業が創設
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21
建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業のうち
(1)ZEB普及促進に向けた省エネルギー建築物支援事業
●新築の補助率は従前よりも下がります（従来︓『ZEB』 3/5、Nearly ZEB 1/2、ZEB Ready 1/3等)
●都道府県、指定都市、中核市、施行時特例市は対象外
●新たに既存建築物のZEB達成可能性・省CO2効果についての調査を支援(補助率1/2 上限100万円)

対象区分は
次項を参照
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22ZEB普及促進に向けた省エネルギー建築物支援事業の補助対象区分

既築新築

延床面積

民間事業者地方公共団体民間事業者地方公共団体

〇〇〇〇2,000㎡未満

×
経済産業省

補助事業の対象

〇〇〇
2,000㎡以上
10,000㎡未満

×
経済産業省

補助事業の対象

〇
×

経済産業省
補助事業の対象

〇10,000㎡以上



© Panasonic Corporation

23
建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業のうち
(2) LCCO2削減型の先導的な新築ZEB支援事業
●運用時のみならず、建築物のライフサイクル全体を通じた脱炭素化を目指す先導的な建築物を支援
●補助要件はZEB Ready基準以上、再エネ・未評価技術の導入、LCCO2の算出・削減等多岐に亘ります
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24

●ゼロカーボンパークに登録された地方公共団体に存する国立公園利用施設事業者（宿舎事業者等）が対象
●高効率空調、太陽光発電設備、EV充電・充放電設備等が補助対象

建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業のうち
(3)国立公園利用施設の脱炭素推進支援事業
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25住宅・建築物需給一体型等省エネルギー投資促進事業

●ZEB実証支援は、民間の大規模建築物（新築１万㎡以上、既築２千㎡以上）のみが対象
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26省エネルギー設備への更新を促進するための補助金

●(3)事業は、照明(在不在制御、明るさ制御、スケジュール制御付に限定)や空調を含む
●民間物件が主体ですが、自治体も採択実績もあります。

※予算元の違いにより、本頁の事業(エネルギー対策特別会計)と次頁の事業(GX推進対策費)に分離



© Panasonic Corporation

27省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費

●2023年度「先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金」と同じ内容の事業
※予算元の違いにより、前頁の事業(エネルギー対策特別会計)と本頁の事業(GX推進対策費)に分離
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28中小企業等エネルギー利用最適化推進事業費

●(１)事業は、従前より省エネルギーセンターが実施する省エネ診断事業
●(２)事業は、従前より「省エネお助け隊」が実施する省エネ診断事業に加えて、

R4年度補正で実施の「中小企業等に向けた省エネルギー診断拡充事業費補助金」事業を含んでいます。
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29工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業（SHIFT事業）

●①CO2削減計画策定支援︓補助率3/4。DXシステムを用いて運用改善を行う場合は上限が2倍の200万円
●②省CO2型設備更新支援︓A/B事業は大企業が対象。C事業は中小企業限定
●③Scope3削減目標を有する企業が主導し複数サプライヤーが設備更新する取組を支援



© Panasonic Corporation

30クリーンエネルギー自動車の普及促進に向けた充電・充てんインフラ等導入促進補助金

●クリーンエネルギー自動車、及び充電インフラ(V2H、急速充電器、普通充電器)に補助
●充電設備は地方公共団体、民間法人が対象で個人宅は対象外、V2Hは個人宅も対象
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31商用車の電動化促進事業

●省エネ法に基づく「非化石エネルギー転換目標」を踏まえた中長期計画の作成義務化に伴い、BEVやFCVの野心
的な導入目標を作成した事業者等に対して、車両及び充電設備の導入を支援

●車両と同時に導入する充電設備も併せて補助
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32公立学校施設の整備

●公立学校等の長寿命化、ZEB化、高効率空調・LED照明・太陽光発電設備等の導入に対する補助
●不登校特例校や夜間中学として小中学校等を設置する自治体に対する施設設備に係る支援の拡充
●物価変動や標準仕様見直し等により、新築/改築の㎡単価19.4%上乗せ
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33国立大学・高専等施設整備

●カーボンニュートラルに向けた取組として、ZEB化を推進するための先導モデルの実施を支援
●高効率空調の整備等の省エネへの取組みに対しても補助
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34私立大学等の改革の推進等

●耐震化等促進(私学は公立に比べて耐震化率が低い)、施設環境改善整備費等各項目で大幅増額
●教室等の空調・換気設備の設置等の施設環境改善整備事業に対しても補助



© Panasonic Corporation

35

END




